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令和３年度の災害廃棄物に係る取組及びスケジュール（案）

１．災害廃棄物処理に係る現状及び近畿ブロックにおける取組

＜現状・課題＞

 平成 30 年 6 月に策定された第 4次循環型社会形成推進基本計画（平成 30 年６月）

において 2025 年度時点での目標（都道府県で 100％、市区町村で 60％）が掲げら

れたところ、全国では 64％（近畿では 59.2％）を達成している。

 一方で、最近では、処理計画が策定されていても、計画量に見合った仮置場の事前

選定や収集方法等の具体的手法が定められておらず、発災時には路上や公園などに

災害廃棄物が混合状態で堆積してしまった事例が見られたり、中小規模の災害が頻

発したりしていることを踏まえ、災害廃棄物処理対応の実効性確保が課題となって

いる。

 環境省においては、「災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き」、防衛

省・自衛隊との連携を図る「災害廃棄物の撤去等に係る連携対応マニュアル」など

のマニュアル類の作成及び災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）などにより、

災害対応の実効性確保に向けた取組を進めているところ。

＜近畿における取組の方針＞

 協議会において、実効性確保を前提に行動計画の改定を行う。具体的には大規模災

害のみならず中小規模災害も想定した動きを含めること、地方環境事務所及び府県

との役割分担の明確化、各種マニュアルの策定により行動計画に基づく動きの具体

化を図る。また、国有地・府県有地の現地調査や家電リサイクル引取場所の利用可

能性の検証等も実施する。

 モデル事業 2種の実施により、収集運搬及び仮置場確保に係る実効性を検証すると

ともに、平時からの住民啓発による発災時の混乱のコントロールを図る。

資料１



2

２．スケジュール（予定）

月 調査等の事業 協 議 会 モデル事業

 

月

■行動計画の改定と各種マニュア

ルの作成

■情報伝達訓練の実施

■大阪湾圏域等の連携協力及び

災害廃棄物処理の継続検討

・災害廃棄物処理担当者（初任者）

向け勉強会（7 月）

■実効性確保

モデル事業

■住民啓発モ

デル事業

 

月

・府県 第１回ＷＧ（8 月）

行動計画改定、発災時の府県

の動きに係る意見交換 等

◆第１回協議会（ＨＰ上）

 

月

■災害廃棄物処理に係る調査

・災害廃棄物処理担当者向け勉

強会（9 月）

・府県 第２回ＷＧ（9 月）

（行動計画改定など）

 
 

月

・災害廃棄物処理に係る調査依頼

（変更確認→本省調査※）

・災害廃棄物処理担当者（10 月）

・府県 第３回ＷＧ（10 月）

（行動計画改定、情報伝達訓練

など）

 
 

月

・政令市・中核市ＷＧ（11 月）

（集積所に係るワークショップ）

・有識者ＷＧ

 
 

月

・情報伝達訓練の実施

（12 月）

・府県 第４回ＷＧ（12 月）

・政令市・中核市ＷＧ（12 月）

・推薦市町ＷＧ（12 月）

 

月

・府県 第５回ＷＧ（１月）

（行動計画改定など）

 

月

調査結果のとりまとめ

・本年度報告書とりまとめ

◆第２回協議会（2 月初旬）

・とりまとめ事項報告

・次年度の協議会の方針

 

月

※一般廃棄物処理事業実態調査（災害廃棄物処理対策取組状況調査）


